ショウライ　シキュウ　ヨテイ　ノ　タイショクキン　ト　ザイサン　ブンヨ by 櫻井 弘晃 & Sakurai Hiroaki
将来支給予定の退職金と財産分与
著者 櫻井 弘晃
雑誌名 九州国際大学法学論集
巻 25
号 3
ページ 25-50
発行年 2019-03-20
URL http://id.nii.ac.jp/1265/00000737/
2019年３月
九州国際大学法学会　法学論集　第25巻第３号
櫻　井　弘　晃
将来支給予定の退職金と財産分与
― 25 ―
将来支給予定の退職金と財産分与
櫻　　井　　弘　　晃
［目次］
１．はじめに
２．大阪高裁平成19年１月23日判決の検討
２―１．検討内容
２―２．事実と判旨
２―３．本判決における検討点のまとめ
３．関連判例の検討
３―１．関連判例の事実概要と判旨
３―２．各関連判例の具体的検討点のまとめ
３―３．関連判例（含本判決）の共通点と相違点
４．本判決の価値と残された問題
４―１．本判決の価値
４―２．残された問題
１．はじめに
すでに支給された退職金が財産分与の対象になることについては、判例上異
論がないと思われる（1）が、将来支給予定の退職金については、昭和62年頃より、
これを財産分与の対象とする判例が現れ始め、現在に至っている（2）。いまだ支
給されていない退職金について、そうした判例は、どのような考え方にもとづ
（1） 松倉耕作「退職金と財産分与」判例時報1715号（平成12年９月）197頁参照。
（2） 後掲の３―１③～⑦の関連判例参照。
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き財産分与の対象としているのか。
本稿は、大阪高裁平成19年１月23日判決（判例タイムズ1272号217頁）を中
心に、過去の裁判例を通して、将来支給予定退職金の財産分与対象性について
裁判所としての統一的な見解があるのかを探るとともに、そうした判例の価値
や問題を検討することで、実務に資することを目的とする。
２．大阪高裁平成19年１月23日判決の検討
２―１．検討内容
大阪高裁平成19年１月23日判決（以下、本判決という）は、将来支給予定の
退職金を財産分与の対象とした判例である。いまだ支給されていない退職金を
財産分与の対象とするためには、その退職金支給（以下、単に支給という）の
確実性、退職金算定の基礎そして退職金分与の時期（以下、退職金算定は単に
算定といい、退職金分与は単に分与という）などについて判断しなければなら
ないが、これらの点について、本判決はどのように判断しているのか。このこ
とを探るために、ここでは以下の点について検討する。
すなわち、 将来支給予定の退職金を財産分与の対象にできるとしたら、そ
の支給の確実性を何で測るのか（以下、検討点 という）。その際、ⓐ支給額
を特定しているか（以下、検討点 ⓐという）。
また、 そもそも将来支給予定の退職金を財産分与の対象とする根拠は何か
（以下、検討点 という）。
さらに、 算定にあたっての基礎は何か。具体的には、ⓑ算定対象となる退
職金はいつの時点の退職金か（以下、検討点 ⓑという）。ⓒ算定対象となる
期間はいつの期間か（以下、検討点 ⓒという）。ⓓ算定にあたっての配偶者
の寄与率はいくらか（以下、検討点 ⓓという）。
そして、 実際の分与の時期はいつか。その根拠は何か（以下、検討点 と
いう）。
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これらの点を検討することで、本判決の価値や問題を検討できると考える。
２―２．事実と判旨
２―２―１．事実
（１）事実の概要
Ｙ（被控訴人―夫、昭和26年９月○日生、55歳）とＸ（控訴人―妻、昭和32
年12月○日生、口頭弁論終結時48歳）は、昭和63年２月15日に婚姻した夫婦で
あり（婚姻当時、Ｙは36歳、Ｘは30歳）、その間には、昭和63年11月○日に出
生した長女Ａ（18歳）がいる。
　ＹとＸは、平成15年８月から別居して現在に至っている。Ｙは、現在、中小
企業金融公庫Ｚ支店長として勤務先のＺ市内に住んでいる。Ｘは、もともと専
業主婦で、現在、兵庫県西宮市内にあるＹ所有の「マンションＢ」（以下「自
宅マンション」という）にＡと共に住んでいる。
　Ｙは、平成15年10月、Ｘに対し、離婚を求めて夫婦関係調整の調停を申し立
てたが、平成16年４月12日、調停は不成立となった。
なお、本件事件は、Ｙが、Ｘに対し、①民法770条１項５号に基づき離婚を
求めるとともに、②Ａの親権者をＹと定めることを求め、かつ、③慰謝料300
万円等の支払いを求めた事案であるとともに、反訴請求としてＸがＹに対し、
①民法770条１項５号にもとづき離婚を求めるとともに、②Ａの親権者をＸと
定めることを求め、かつ、③慰謝料300万円の支払い、④財産分与を原因とす
る自宅マンションの所有権移転登記手続、⑤平成16年９月からＡが成人に達す
るまで月額10万円（原審）の養育費の支払いをそれぞれ求めた事案である。
（２）原審（3）の判断
原審は、①Ｙの本訴離婚請求及びＸの反訴離婚請求をいずれも認容し、②Ａ
（3） 神戸家裁尼崎支部平成18年３月16日判決・未公表。内容は、判例タイムズ1272号（2008
年９月）219頁によった。
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の親権者をＸと定め、③財産分与として、ＹからＸに対し、離婚時に1585万
円、Ｙが中小企業金融公庫から退職金を支給されたときに550万円の各支払い
を命じ、④Ａの養育費として、Ａが20歳に達する月まで毎月10万円の支払いを
命じ、⑤Ｙの本訴慰謝料請求及びＸの反訴慰謝料請求をいずれも棄却した。
（３）控訴内容
Ｘは、原判決中、Ｘの敗訴部分並びに養育費及び財産分与に関する判断を不
服として、本件控訴を提起した。なお、養育費についてＸは、原審における申
立てとは異なり、Ａが20歳に達する月まで月額20万円の支払いを求めた。これ
に対してＹは、本件控訴の棄却を求めるとともに、原判決中、Ｙの敗訴部分並
びに親権者の指定及び財産分与に関する判断を不服として、附帯控訴を提起し
た。なお、財産分与については、離婚時に1103万円、退職金を支給されたと
きに440万円の各金額を超える支払いを命じた部分のみを不服とするものであ
る。
２―２―２．判旨
（１）判断概要
大阪高裁は、①Ｙ及びＸの離婚請求をいずれも認容し、②Ａの親権者をＸと
定めるとともに、③Ｙ及びＸのそれぞれの慰謝料請求について、婚姻破綻の過
程における言動で、夫婦のいずれか一方に、慰謝料の支払原因となるほどの違
法性のある行為があったとも認められないとして棄却した。また④財産分与と
して、Ｘの寄与割合を５割とし、自宅マンションについては、Ｘが取得して代
償金をＹに支払うことが実際上困難なことから、Ｙ所有として、ＹからＸに金
銭を分与すべきとし、その金額について、他の預貯金や保険の清算を含めて原
審判断より154万円多い、1739万円とした。併せて、Ｙが中小企業金融公庫か
ら退職金を支給されたときに550万円の支払いを命じ、⑤Ａの養育費は、現在、
Ｘ及びＡが居住する自宅マンションからＹが退去を求めていないことなどを考
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慮し、原審判断どおりの毎月10万円の支払いを命じた。
（２）財産分与としての退職金について
大阪高裁は、「中小企業金融公庫の退職手当については、その支給は、ほぼ
確実であるものの、金額について現時点で確定的な予測をすることは困難であ
る。　
…したがって、別紙１「退職手当財産分与計算式」記載の退職手当財産分与
額のとおり、実際の支給額（手取額）から、Ｘの寄与割合に相当する割合を
定めて支払を命ずるのが相当である。退職手当の支給額に対するＸの寄与割合
は、勤続期間に占める婚姻同居期間の割合も考慮し、現時点で退職した場合に
おいて支給額の４分の１の割合とするのが相当である」とし、さらに「Ｙは、
昭和51年４月から中小企業金融公庫の職員として勤務し、55歳となった現在
まで30年８か月勤続し、定年まで勤務したとしても５年以内に退職することが
見込まれる…。そして、中小企業金融公庫においては、職員が退職したときは、
別紙２「職員退職手当支給規程」（　…以下「規程」という。）に定めるところ
により職員に退職手当を支給することとされている（規程１条、２条）。　
…退職手当の金額は、基準俸給額（退職当時の本俸の額。ただし、満57歳を
超えて勤務する職員については、退職当時の本俸の額と満57歳の誕生日の前日
における本俸の額のいずれか高い額）に規程４条に定める支給割合を乗じて得
た金額とされている（規程３条）。　
…支給割合は、勤続30年で100分の5000であり（規程４条１号ないし４号）、
勤続30年を超える場合は、これに勤続30年を超える勤続期間１年につき100分
の100を加えるが（規程４条５号）、最大でも100分の5500をこえないこととさ
れている（規程４条柱書のただし書）。　
…ただし、職員が懲戒処分を受け、又は禁こ以上の刑に処せられたことによ
り退職させられた場合には、退職手当は支給せず（規程７条１項）、自己の都
合により退職する場合又は規程７条１項の規定する事由に準ずる事由により退
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職させられた場合には、退職手当の額から、これに100分の50以内の割合を乗
じて得た額を減額することができるとされている（規程７条２項）。　
…また、勤続期間において公庫厚生年金基金の加算適用加入員であったとき
は、勤続期間30年をこえる場合には、規程３条による退職手当の額から、その
額に100分の３の割合を乗じて得た額を減額することとされている（規程７条
の２）。　
…以上によれば、Ｙが中小企業金融公庫を退職したときは、 Ｙに対し、規
程に基づく退職手当が支給されることには、ほぼ確実な見込みがあるといえ
る。そして、 退職手当には勤労の対価の後払いの性質があり、かつ、婚姻か
ら別居までの期間は、15年５か月余りで、Ｘが、その間、専業主婦として、Ｙ
の勤務の継続に寄与してきたと認められることからすると、 Ｙが支給を受け
る退職手当には、少なくともその一部には、夫婦が共同して形成した財産とし
ての性質があり、これを考慮して、退職手当の支給額の一部を財産分与するこ
とが相当と認められる。　
…しかし、実際に支給される退職手当の額は、なお、定年まで５年程度の期
間があることを考えると、それまでの間に退職手当の算定基礎である本俸が変
動することにより、あるいは退職事由の如何により、相当程度変動する可能性
が残されている。ちなみに、規程では、自己都合退職の場合、定年退職の場合
の２分の１程度に減額される可能性もある。更には、退職手当に関する制度自
体に変更が生ずる可能性もないとはいえない。　
…そうすると、本件の場合において退職手当を財産分与するについては、
ⓐあらかじめ特定の額を定めるのではなく、実際に 支給された退職手当の
額（退職手当に係る所得税及び住民税の徴収額を控除した額）を基礎として、
退職時までの勤続期間に基づいて定まる割合を乗じて得られる額とすべきであ
る。そして、この割合は、　…実際の支給額のうち勤続期間30年に対応する額
に、勤続期間30年分の退職手当額についてのＸの寄与割合４分の１を乗じた金
額とすべきである」とし、具体的には「夫婦の間の婚姻期間中の財産形成につ
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いての寄与割合２分の１、現時点で退職した場合の勤続期間約30年、別居まで
の婚姻期間はその勤続期間の２分の１の約15年であるから、仮に、 ⓑ現時点
で退職した場合には、Ｙは、Ｘに対し、退職手当が支給されたときに、実際に
支給される退職手当（ただし、所得税及び住民税の徴収額を控除した額）の４
分の１の割合の額を財産分与として支払うこととするのが相当である。すなわ
ち、 ⓒ勤続期間に占める婚姻同居期間の割合２分の１に、 ⓓ夫婦間の寄与
割合２分の１を掛けて得られる４分の１の割合の財産分与をするのが相当であ
るからである。
ただし、現時点で退職した場合の支給割合は、基準俸給額の100分の5000（50
か月分）であるが、平成19年３月以降に退職する場合には、勤続期間が31年に
なり、以後勤続期間１年につき支給割合100分の100（１か月分）増えること
になる。そして、勤続期間が今後31年を超えることにより支給割合が増えるこ
とによる退職手当の増加については、Ｘの寄与はない。そして、この勤続期間
の増加による支給割合の上昇は、支給割合が100分の5500（55か月分）に達す
るまで認められている。　
…そうすると、勤続期間が30年を超えて退職した場合には、実際に支払われ
る退職手当のうち、勤続期間30年の場合の支給割合（100分の5000）に相当す
る退職手当の額に対し、上記４分の１の割合を掛けるのが相当である。　…勤
続期間が30年を超える場合において、勤続期間30年の場合の支給割合に相当す
る退職手当の額の割合は、次のとおりとなる。
　勤続31年の場合（平成19年３月以降、平成20年２月以前に退職した場合）　
51分の50　…勤続32年の場合（平成20年３月以降、平成21年２月以前に退職し
た場合）　52分の50　…勤続33年の場合（平成21年３月以降、平成22年２月以
前に退職した場合）　53分の50　…勤続34年の場合（平成22年３月以降、平成
23年２月以前に退職した場合）　54分の50　…勤続35年以上の場合（平成23年
３月以降に退職した場合）　55分の50
以上によれば、ＹがＸに対し、退職手当の財産分与として支払うべき額は、
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別紙１「退職手当財産分与計算式」記載の計算式によって求められる退職手当
財産分与額のとおりとなる」とした。なお、別紙１「退職手当財産分与計算式」
記載の計算式について、大阪高裁は、「退職手当財産分与額＝退職手当支給額
（ただし、所得税及び住民税の徴収額を控除した額）÷４×50÷Ａ」とし、そ
の説明にあたり「Ａは、Ｙが中小企業金融公庫を退職した時期に応じて次の数
値を用いる。　…平成19年２月以前に退職した場合　Ａ＝50」、「平成19年３月
以降、平成20年２月以前に退職した場合　Ａ＝51」、「平成20年３月以降、平成
21年２月以前に退職した場合　Ａ＝52」、「平成21年３月以降、平成22年２月以
前に退職した場合　Ａ＝53」、「平成22年３月以降、平成23年２月以前に退職し
た場合　Ａ＝54」、「平成23年３月以降退職した場合　Ａ＝55」とする（なお、
判旨中の下線と下線記号は、筆者が付した）。
２―３．本判決における検討点のまとめ
２―２で挙げた本判決の検討点をまとめると以下のようになる。
すなわち、検討点 については、退職手当支給規程にもとづき、支給がほぼ
確実とする。また検討点 ⓐについては、退職まで５年あり、支給額がさまざ
まな事情により変動可能性があることから、特定していない。
つぎに検討点 については、 退職金が勤労対価の後払い的性質のもので、配
偶者が勤務の継続に寄与している点で、夫婦共同形成の財産とする。これは、
すでに支給された退職金を財産分与の対象とする場合の説明（退職金の性質か
らその財産分与対象性を説くもの）と同じものであり、いまだ支給されず存在
もしていない退職金を財産分与の対象とする説明にはなっていないが、このこ
とからうかがえることは、このような説明が退職金について将来支給のあるこ
と（確実であること）を前提としているということである。
また検討点 ⓑについては、離婚時点で支給される退職金額をもとに、退職
時に実際に支給された額とする。本判決は、この金額をもとに退職時期を変数
にして算定し、その結果、原則として離婚時点で支給される退職金額になるよ
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うに分与しようとしているといえる（例えば、19年２月以前では、変数は50を
50（離婚時支給割合）で割ることで１になるようにしているため）。そして本
判決は、変数を利用することで、例外的に退職金額が離婚時点より減る場合に
は、実際に支給された額をもとに算定できるようにしている。この点（支給額
の不明性に対処した点）が本判決の価値とされている（4）。この他検討点 ⓒに
ついては、婚姻同居期間、検討点 ⓓについては、２分の１とする。
最後に検討点 については、支給額が変動する可能性から、退職時とする。
３．関連判例の検討
３―１．関連判例の事実概要と判旨
将来支給予定の退職金を財産分与の対象とするかどうかが判断された判例
は、これまで数例が存在する。各判例の事実概要と判旨（原審がある場合はそ
の判旨）は、つぎのとおりである（なお、判旨中の下線と下線記号は、筆者が
付した）。
①長野地裁昭和32年12月４日判決（下民集８巻12号2271頁）（以下、判例①と
いう）
裁判離婚において、妻から県職員の夫に対して、財産分与および慰謝料とし
て、将来支給される恩給および退職手当の半額が請求されたが、必ず支給され
るとは限らないなどとして、請求が認められなかった事例。
「甲第10号証（長野県総務部人事課長の回答書）によると、昭和31年６月12
日当時において、もしもＹ（被告）が同年７月１日以降に退職すると仮定する
と、Ｘ（原告）主張のように一時恩給32万2200円及び退職手当43万4040円（い
ずれも課税を差引き現実に支給される金額）並びに退隠料年額８万3286円の
支給を受けられることになつていたことが認められる。…しかしながら、前記
（4） 判例タイムズ1272号（2008年９月）217～218頁の本判例解説参照。
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長野県退職年金及び退職一時金に関する条例第23条によると、懲戒処分によつ
て退職したり在職中禁固以上の刑に処せられたりした場合にはその引き続いた
在職期間について退職年金等の恩給の支給を受ける資格を失うことになつてお
り、また退職手当についても長野県職員退職手当暫定措置条例（昭和28年12月
17日条例第67号）第８条及び第12条によつて懲戒免職になつた場合その他一定
の場合には支給されないことになつており、Ｙが将来前記のような恩給並びに
退職手当を必ず支給されると決定されているわけではないのみならず、民法第
768条及び第771条の規定する財産分与は右第768条第３項の定めるように、当
事者双方がその協力によつて得た財産の額その他一切の事情を考慮して分与を
させるべきかどうか並びに分与の額及び方法を定めるのであるから、Ｙが将来
退職に際し乃至退職後、右のような懲戒免職になる等特別の事由のない限り、
前記のような恩給等を支給される期待権を有するからといつていちがいにＸが
主張するようにその半額乃至これを現在に引直した価額相当の金額を直ちに分
与されて然るべきものとする根拠は何ら存しない」
②東京高裁昭和61年１月29日判決（家裁月報38巻９号83頁、判例時報1185号
112頁）（以下、判例②という）
裁判離婚において、妻から夫に対して財産分与の請求がなされたが、対象と
なる夫婦の実質上の共同財産を考慮するにあたり、退職給付金などの原資とな
る共済組合長期掛金については将来の給付が不確定であるとして、その共同財
産から除外した事例。
「Ｙ（被控訴人）は毎月１万円余の共済組合長期掛金を負担し、かつ、本件
婚姻前である昭和46年ころから毎月生命保険料を支払つて来ていることが認
められるが、これらは、将来Ｙに退職又は死亡等の事情が生じ、その事情いか
んによつてＹが一定の給付を得られるか否かが定まるものであつて、このよう
な不確定的要素の多いものをもつて夫婦の現存共同財産とすることはできな
い」
― 35 ―
将来支給予定の退職金と財産分与
③東京地裁昭和62年３月31日判決・未公表（以下、判例③という）
「将来支給されるであろう退職金を財産分与の対象とすることについては、
近い将来に受領する蓋然性が高い場合には、支給を条件として分与の対象とす
ることができると解されている。この例では、婚姻期間27年の夫婦において夫
が２年後に定年退職するときに支払われるであろう退職金の半額を妻に分与す
べきものと命じた判決のようである」（5）。
④東京高裁平成10年３月13日決定・家裁月報50巻11号81頁（以下、判例④とい
う）
協議離婚をした夫婦間において、定年退職まで７年を有するケースで、将来
支給される退職金であっても、支給を受ける高度の蓋然性が認められるときは
財産分与の対象とすることができるとして、停止条件つきで分与が認められた
事例。
「将来支給を受ける退職金であっても、その支給を受ける高度の蓋然性が認
められるときには、これを財産分与の対象とすることができるものと解するの
が相当である。そして、本件においては、Ｙ（相手方・抗告人）の勤務する
企業の規模等に照らして、Ｙが退職時に退職金の支給を受けることはほぼ確実
であると考えられる。　…Ｙは、退職時期は、不確定であり、死亡する可能性
もあると主張するが、退職金のうち財産分与の対象となるのは、 ⓒ婚姻期間
に対応する部分であって、 ⓐ離婚後のどの時点で退職しようと、財産分与の
対象となる退職金の金額は変わらないのであるから、Ｙが主張するような事情
は考慮する必要はない。　…ところで、退職金が仮に離婚前に支給されていた
としても、その全額が離婚時まで残存しているとは限らないし（何らかの消費
的支出に充てられる可能性がある。）、夫が支給を受ける退職金について、妻の
寄与率を夫と同一と見るのも妥当ではない。したがって、本件においては、退
（5） 未公表判例のため、内容は、松倉・前掲注（1）197～198頁によった。
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職金についてのＸ（申立人・相手方）の ⓓ寄与率を４割とするのが相当であ
る。　…以上述べたところによれば、本件において財産分与としてＸが取得す
べき退職金の額は、次の算式のとおり612万円となる。　…｛ ⓐＹの月額基
本給40万円×（離婚までの勤続年数33の支給率54－婚姻以前の勤続年数10年
の支給率15）－30万円（所得税及び市町村民税の概算合計額）｝×0.4（Ｘの寄
与率）＝612万円　」
④―２．水戸家裁龍ケ崎支部平成９年10月７日審判・家裁月報50巻11号86頁
（東京高裁平成10年３月13日決定の原審判）（以下、判例④―２という）
　「Ｙに将来支給されることがほぼ確実である退職金は、 賃金の後払い的な
性格が強いものと考えられ、そうすると夫婦同居中に得たＹの賃金は、結果と
して 夫婦の協力により取得した財産とみなされるべきものであるから、退職
金に関してＸにも何らかの権利があるといわざるを得ないというべきであり、
財産分与としては、 ⓑ離婚時にＹが任意に退職したと仮定して、その際に支
給されるであろう退職金相当額から所得税等相当額を控除した残額の ⓓ半
分に相当する金額を基本として、婚姻以前の勤続年数（10年）とこの勤続10年
の場合の退職金の支給率（15.0）をも考慮して定めた金額を、 現実に退職金
が支給されたときに、ＹからＸに支払うべきものとするのが相当である。　…
まず離婚時に退職した場合の退職金相当額から所得税等相当額を控除した残額
の半分に相当する金額を算定すると以下のとおりである。　…退職金計算の基
礎となる離婚当時の俸給額につき、Ｙは、基本給38万7800円から加算給３万
7020円を控除した35万780円であると主張するが、これを証明する資料の提出
が容易であるのにこれをせず、また基本給から加算給を控除するという説明が
不自然であるから、この主張は採用せず、概算額として40万円を算定のための
基本給とする。　…｛40万円×54.0（勤続33年の支給率）－30万円（所得税及
び市町村税の概算合計額）｝× ⓓ1／2＝1065万円　…そして財産分与の額は、
この1065万円から、 ⓒ婚姻前の勤続年数分の支給率である15.0に当たる分を
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差し引いた残額とするのが相当であるから、結局、1065万円×39（＝54－15）
／54＝769万1666円とする」
⑤東京高裁平成10年３月18日判決・判例時報1690号66頁（以下、判例⑤という）
夫がすでに受給する権利を得ている常任理事退職に伴う将来の退職金も夫婦
２人の共有財産であるとして財産分与の対象とした事例。
「将来、Ｘ（原告・控訴人）が乙山学園の理事を退任した場合には、 ⓐ退
職金としておよそ金2191万7500円を支給されると認められるから、Ｘは、Ｙ
（被告・被控訴人）に対し、 右学園から退職金を受領したときはその ⓓ約
２分の１に相当する額を支払うべきであると認められる。なお、Ｙは、Ｘの右
学園から支給される退職金は１億円を下らないものであり、前掲各証拠はＸと
乙山学園の理事長や代理人弁護士は親密な関係にあることからその内容におい
て信用性が乏しい旨主張し、右主張に沿う供述をするが、右供述は前掲各証拠
等に照らし容易に採用し難く、退職金が前記認定額を上回ることを証する的確
な証拠はないといわざるを得ない。　…本件における当事者双方の財産分与請
求は、慰謝料の要素を含むものではなく、また、Ｙの扶養的財産分与請求は前
記のとおり理由がないから、結局清算的な財産分与のみが残ることになる。そ
して、前記退職金についてＹが求めることのできる分与額と、現在Ｘが請求す
ることのできる分与額とを差引計算すると、結局、ＹはＸが乙山学園を退職し
た時に財産分与として500万円の支払を求める権利を有するものとするのが相
当である」
⑤―２．横浜地裁平成９年１月22日判決・判例時報1618号109頁（東京高裁平
成10年３月18日判決の原審）（以下、判例⑤―２という）
「Ｘは、昭和58年10月町田市内にある乙山学園高等学校に就職し、同年12月
理事となり、昭和61年４月からは常任理事に昇格し…、平成６年12月末日に
常任理事を辞めて理事となっている。ところで、同学園においては、 常任
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理事を退職した際に退職金が支給されるが、その具体的金額の計算と支給自体
は、常任理事退職後理事に止まった場合には、理事を退職した時点で最終的に
金額を計算した上、理事会の承認のもとに支給される扱いとされている。そし
て、Ｘの場合、特段の事情のない限り、右理事会の承認のあることを前提とし
て、 ⓐ2191万7500円が支給される可能性が高い。退職金の持つ性質や右に
見た ⓑ ⓒ同学園の常任理事在職期間（筆者注―約８年）と婚姻期間（筆
者注―約19年）との関係等に徴すると、 将来Ｘが取得する退職金は二人の共
有財産であって、Ｙは ⓓその２分の１をＸから分与を受けるのが相当と認め
られる。　…しかし、Ｘが同学園から退職金を確実に取得できるかは未確定な
ことであり、その金額も確定されてはいないから、現時点ではＸからＹへの確
定金額の支払を命じることは相当でない。そこで、本件においては、「 将来
Ｘに乙山学園からの退職金が支給されたとき、ＸはＹに対し、その２分の１を
支払え。」と命ずるのが相当と認められる」
⑥東京地裁平成11年９月３日判決・判例時報1700号79頁、判例タイムズ1014号
239頁（以下、判例⑥という）
夫の定年退職までの期間が６年のケースで、将来退職金を受け取れる蓋然性
が高いとして、将来受給するであろう退職金のうち、夫婦の婚姻期間に対応す
る分を算出し、中間利息を控除した上、現在の額に引き直して、財産分与の清
算の対象（以下、単に清算（の）対象ということがある）とした事例。
「Ｘ（原告）は、現在Ａ株式会社に勤務しているが、平成17年９月29日には
定年退職の予定であると認められるところ、Ｙ（被告）は、Ｘが現在勤務中の
会社から将来退職の際に取得する退職金についても、清算的財産分与の対象と
すべきであると主張する。これに対し、Ｘは、将来の退職金については、近い
将来（６か月からせいぜい２年以内）に受領しうる蓋然性が高い場合に、支給
を条件として分与の対象とすることができると解すべきで、Ｘの場合は、退職
ははるか先のことで、その間に経済情勢の変化、会社存続の可否、給与体系の
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変化、経営基盤の変遷といった不確定な事態が起こる可能性も高く、しかもＸ
の事情による勤務不能ということもありうるので、財産分与の対象とはなりえ
ないと主張するので検討する。　…思うに、いわゆる 退職金には賃金の後払
いとしての性格があることは否定できず、夫が取得する退職金には妻が夫婦と
しての共同生活を営んでいた際の貢献が反映されているとみるべきであって、
退職金自体が清算的財産分与の対象となることは明かというべきである。問題
は将来受け取るべき退職金が清算の対象となるか否かであるが、将来退職金を
受け取れる蓋然性が高い場合には、将来受給するであろう退職金のうち、夫婦
の婚姻期間に対応する分を算出し、これを現在の額に引き直したうえ、清算の
対象とすることができると解すべきである。　…これを本件についてみると、
Ｘは昭和58年３月に現在の勤務先に入社し平成17年９月に定年退職予定であ
るところ、前記認定の事実によっても、右入社当初から別居に至った平成７年
５月までは、ＸとＹの夫婦としての婚姻生活が継続していたと認めるべきであ
る（なお、Ｘは既に平成元年ころから家庭内別居の状態にあったかのように述
べるが、Ｙの供述及び弁論の全趣旨によれば、夫婦関係自体は悪化していたと
はいえ、別居時までは、Ｙなりに家庭内における妻としての役割を果していた
と認められる。）。また、 Ｘは平成11年２月時点で退職した場合でも、すでに
699万円の退職金を受け取れるとされているし（乙10、乙11）、Ｘの供述及び弁
論の全趣旨によれば、Ｘが現在の勤務先の会社に６年後の定年時まで勤務し、
退職金の支給を受けるであろう蓋然性は十分に認められる。そうであるとすれ
ば、Ｘとしては、 ⓑ ⓒ退職時までの勤務期間総数271か月（昭和58年３月
から平成17年９月まで）のうちの実質的婚姻期間147か月（昭和58年３月から
平成７年５月（筆者注―別居時））に対応する退職金につき、中間利息（法定
利率５パーセント）を複利計算で控除して現在の額に引き直し、その ⓓ５割
に相当する額をＹに分与すべきである。　…その額は、次の計算式のとおり、
188万円と認められる。　…929万円×271か月分の147か月×0.74621540（６
年のライプニッツ係数）×0.5（清算割合）＝188万円　　…なお、Ｘの主張す
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るとおり、６年後の退職ということを考えると、不確定な要素を全く否定する
ことはできないので、右退職金の現在額の算出に当たっては、現行市中金利
からすると極めて高率の年５パーセントの中間利息を複利計算で控除している
し、 ⓐ929万円（筆者注―定年退職時）という退職金の額もＸの今後の昇給
分を考慮しておらず、できるだけ控え目な額を算出したものである」とし、支
払い方法については、「 Ｘの現在の職業、収入状況、現在受取可能な退職金
の額等に照らすと、借入あるいは本件マンションの任意売却等によって、右の
程度の額の清算金を支払うことは十分に可能というべきである。そうすると、
…清算金の支払による分与の方法によることが相当というべきである」
⑦名古屋高裁平成12年12月20日判決・判例タイムズ1095号233頁（以下、判例
⑦という）
夫の定年退職まで８年を有するケースで、現在自己都合によって退職した場
合に国家公務員退職手当法にもとづいて受給できる退職手当額の婚姻期間に対
応する部分を財産分与算定の基礎財産とした事例。
「(1)　国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）によれば、国家公務
員に対し、勤続期間と退職事由に応じて同法所定の退職手当を支給するものと
している（同法３条ないし５条）。　…Ｘ（控訴人）は、昭和48年４月に国家
公務員に採用され、以来税務職員として勤務を続け、Ｙ（被控訴人）と別居し
た平成８年11月23日までの勤続年数は23年であり、現在（当審の口頭弁論終結
の日）での勤続年数は27年となるから、 Ｘは、現在自己都合により退職した
場合でも、同法４条に従って退職手当を受給できるところ、 ⓐその額を、別
居時の平成８年11月当時のＸの俸給額を基にして、同法に従って試算してみる
と、その額は1632万8025円〔同法４条１項、付則21条を適用し、俸給月額を
乙第61号証により44万4300円とし、勤続年数を27年として試算。（計算式）44
万4300円×36.75〕となる。　…そして、 ＸがＹと婚姻して別居するまでの
間税務職員として勤務したことについてはＹの妻としての協力（いわゆる内助
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の功）があったことを否定することはできないから、Ｘが現在自己都合により
退職した場合でも右金額の退職手当を受給できる地位にあることは、それを実
際に受給できるのが将来の退職時においてではあるものの、これを現存する積
極財産として財産分与算定の基礎財産に加えるべきものである。　…もっと
も、右試算にかかる退職手当額1632万8025円は、Ｘの現在までの全勤続年数
に対応するものであるので、そのうち ⓒ別居時までのＹとの婚姻期間である
15年（一年未満切捨て）だけがＹの協力を得て勤務していた期間であるから、
右退職手当額のうち右婚姻期間分に対応する額である907万1124円〔（計算式）
1632万8025円÷27か年×15か年〕の範囲で財産分与算定の基礎財産になるも
のというべきである。　…なお、Ｘは、同法に退職手当支給制限事由の定めが
あること（同法８条１項）などを挙げて、Ｘが将来退職手当を受給できるかど
うかは不確定であり、したがって、そのような不確定な将来の退職手当受給権
を財産分与算定の基礎財産に加えるべきでないと主張するのであるが、右に
述べたとおり、Ｘは、現在自己都合により退職した場合でも、前記金額の退職
手当を受給できる法的状態にあるのであるから、これを現存する積極財産とし
て、Ｙの協力に対応した範囲で、Ｙとの離婚にあたっての財産分与算定の基礎
財産に加えるのが相当であり、これを右基礎財産に加えないとした場合には、
かえって、夫婦が協力して形成した財産の清算を主要な目的とする財産分与制
度の趣旨に反して、公平を失する結果となる。　…しかし、Ｘへの退職手当給
付は、Ｘの退職時になされるものであるから、Ｘ指摘の支給制限事由の存在、
さらには、将来退職したときに受給する退職手当を離婚時に現実に清算させる
こととしたときには、Ｘにその支払のための資金調達の不利益を強いることに
もなりかねないことも勘案すると、Ｙに対するＸの右退職手当に由来する財産
分与金の支払は、 Ｘが将来退職手当を受給したときとするのが相当である。
　…(2)　Ｙは、Ｘが将来定年に達したときに取得する退職手当額を財産分与
算定の基礎財産に加え、その２分の１をＹに分与すべきである旨主張する。　
…現行の国家公務員の定年制度のもとでのＸの定年年齢は60年であり（国家公
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務員法81条の２第２項）、Ｘの生年月日が昭和23年７月13日であるので、Ｘが
このまま勤務を継続した場合には平成21年３月31日に定年により退職するこ
とになり（同条１項）、国家公務員退職手当法８条１項所定の支給制限事由の
ない限り、同法５条に従って退職手当を受給することができるのである。そし
て、その場合にＸが受給できる退職手当額を、別居時の平成８年11月当時のＸ
の俸給額を基にして、同法に従って試算してみると、その額は2785万7610円
となるところ〔同法５条１項、付則23条を適用し、退職手当額の計算の基礎と
なる俸給月額を44万4300円とし、勤続年数を36年として試算。（計算式）44万
4300円×62.7〕、そのうち別居時までのＹとの婚姻期間である15年に対応する
額は1160万7337円〔（計算式）2785万7610円÷36か年×15か年〕となる。　…
しかし、Ｘが将来定年により受給する退職手当額は、Ｘが今後８年余り勤続す
ることを前提として初めて受給できるものである上、退職手当を受給できない
場合もあり（前記支給制限事由の存在）、また、退職手当を受給できる場合で
も、退職の事由のいかんによって受給できる退職手当の額には相当大きな差異
がある（同法４条、５条参照）ため、現在の時点において、その存否及び内容
が確定しているものとは到底言い難いのであるから、このようなＸの将来の勤
続を前提とし、しかも、その存否及び内容も不確定なＸの定年時の退職手当受
給額を、現存する積極財産として、財産分与算定の基礎財産とすることはでき
ないものというべきである。　…もっとも、Ｘが将来定年により受給する退職
手当額についても、ＸがＹと婚姻して別居するまでの間の勤続分が含まれ、右
勤続の間にＹの妻としての協力（いわゆる内助の功）があったことは前記のと
おりであるところ、Ｘが将来定年退職した時に受給できる退職手当額のうちＹ
との別居までの婚姻期間である15年に対応する額1160万7337円は、Ｘが現在
自己都合により退職したときに受給できる退職手当額のうち右婚姻期間分に対
応する額である907万1124円に比べて相当に増額となる関係にあるので、右の
ことは、民法766条３項の「その他一切の事情」として、Ｘが退職手当を受領
するときにＹに対して支払うべき財産分与の額を定めるに当たって、これを考
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慮することとする。　…以上の事実関係により、Ｙに対する財産分与の額と方
法について検討する」と、「 ⓑＸが現在自己都合により退職した場合に国家
公務員退職手当法に基づいて受給できる退職手当額は1632万8025円と試算さ
れ、そのうち別居までの婚姻期間に対応する15年分の907万1124円が財産分与
算定の基礎財産となる」、そして「認定の諸事実によれば、…積極、消極の清
算対象財産額に対するＹの寄与度はその２分の１とするのが相当である」。以
上のことから「Ｘの退職手当受給権は、前記のとおり、907万1124円の範囲で
財産分与算定の基礎財産に加えられるべきであり、その清算としてのＸからＹ
に対する支払は、Ｘが退職手当を受給したときに、 ⓓＹの前記寄与度である
２分の１に当たる額を支払うべきものであるところ、Ｘが、…（ア）定年まで
勤続した場合に増額した退職手当額を受給することができる地位を有すること
及び（イ）将来退職共済年金を受給することのできる地位を有することも考慮
すると、Ｘが退職金の支給を受けたときにＹに対して支払うべき財産分与額は
550万円とするのが相当である」　
３―２．各関連判例の具体的検討点のまとめ
２―１で示した検討点を各関連判例にあてはめるとどうなるのか。なお、こ
こで取り上げる判例は、将来支給予定の退職金を財産分与の対象として認めた
④から⑦の判例となる（6）。
３―２―１．検討点 について（支給の確実性）
支給の確実性を何で測るのかについては、「企業の規模等に照らして…」（判
例④）、「常任理事を退職した際に退職金が支給されるが、…常任理事退職後理
事に止まった場合には、理事を退職した時点で…支給される」（判例⑤―２）、
現時点で「退職した場合でも、すでに699万円の退職金を受け取れる」（判例⑥）、
（6） 判例③は、未公表判例で、内容が把握できないため、除外している。
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「自己都合により退職した場合でも、…退職手当を受給できる」（判例⑦）が挙
げられている。
とくに判例⑤―２、⑥、⑦では、規程などにもとづいて、現時点で退職金を
受給できることが根拠になっている。すなわち、定年退職までの期間が必ずし
も考慮されているとはいいがたい（7）。本判決も、規程にもとづき、支給の確実
性を導き出している（ただし、支給はされるが、支給額は未定の立場である）。
３―２―２．検討点 ⓐについて（支給額の特定）
支給額の特定については、「離婚後のどの時点で退職しようと、財産分与の
対象となる退職金の金額は変わらない」「Ｙの月額基本給40万円×（離婚まで
の勤続年数33の支給率54…）」（判例④）、「退職金としておよそ金2191万7500
円を支給されると認められる」（判例⑤、判例⑤－２も金額特定）、「929万円」（判
例⑥）、「その額を…同法に従って試算してみると、その額は1632万8025円」（判
例⑦）とする。
いずれの判例も、支給額を特定している（それは、履行確保のためと思われ
る）。本判決では、支給額不明から、支給額を特定していない。それが本判決
の特徴の１つといえる。
３―２―３．検討点 について（退職金を財産分与の対象とする根拠）
将来支給予定の退職金を財産分与の対象とする根拠については、「賃金の後
払い的性格が強い…夫婦の協力により取得した財産」（判例④―２）、「将来Ｘ
が取得する退職金は二人の共有財産であって」（判例⑤―２）、「賃金の後払い
としての性格がある…夫婦としての共同生活を営んでいた際の貢献が反映され
ている」（判例⑥）、「…勤務したことについてはＹの妻としての協力（いわゆ
る内助の功）があった…」（判例⑦）が挙げられている。
（7） 学説の中には、定年退職までの期間を考慮するのではあれば、さしあたり10年を基準と
すべきという見解もある（松倉・前掲注（1）199頁参照）。
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いずれの判例も、表現が違うものの、退職金が賃金の後払い的なもので、夫
婦の協力により取得した財産であることを根拠にしており、本判決と同様に、
すでに支給された退職金を財産分与の対象とする場合の根拠と同一内容を挙げ
ている。２―３で述べたように、それは、退職金が将来支給されるということ
（確実であること）を前提にしたものにほかならない。そして各関連判例が、
将来支給予定の退職金の性質をわざわざ述べているのは、その退職金を財産分
与での清算対象とするためであり、その結果、離婚後扶養的な要素として考慮
しないことを明らかにしているといえる。
３―２―４．検討点 ⓑについて（算定対象の退職金はいつの退職金か）
算定の基礎となる算定対象の退職金はいつの退職金かについては、離婚時に
退職した場合の退職金（判例④－２）、常任理事在職期間の退職金（すでに確定）
（判例⑤－２）、将来の退職時点での退職金（判例⑥）、現時点で自己都合退職
をした場合の退職金（判例⑦）が挙げられている。
このようにその対象は、離婚時の退職金（自己都合退職を含む）（判例④、
⑦）、将来の退職時点での退職金（判例⑥）と、判例によりまちまちである。
離婚時の退職金を算定の基礎としても、確実な支給額がわからないため、判例
⑦は自己都合退職時の退職金を算定の基礎としている。また、判例⑥では、中
間利息を控除しているが、これは離婚時点での支払いに引き直すためと考えら
れる。何よりも、将来の退職時点での退職金が算定対象になっている判例⑥で
は、将来の退職時点での退職金額から婚姻期間に対応する退職金額を算出して
いるので、その点で、離婚時点での退職金額の分与を念頭においているものと
思われる。本判決は、退職時点での確実な支給額がわからないため、退職時期
を変数にして、離婚時点で取得できる退職金を算定の基礎にしている。以上の
ことから、各関連判例としては、離婚時点で取得する退職金額を算定の基礎と
していると考えられる。ただし、確実な支給額がわからないため、各判例にお
いてさまざまな工夫がなされている。
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３―２―５．検討点 ⓒについて（算定対象の期間）
算定の基礎となる算定対象の期間については、「婚姻前の勤続年数分の支給
率である15.0に当たる分を差し引いた残額」（判例④－２）、つまり、婚姻期間
（判例④）、「同学園の常任理事在職期間と婚姻期間との関係等に徴すると」（判
例⑤－２）、「退職時までの勤務期間総数271か月（昭和58年３月から平成17年
９月まで）のうちの実質的婚姻期間147か月（昭和58年３月から平成７年５月）
に対応する退職金」、つまり、別居までの実質的婚姻期間（判例⑥）、「別居時
までのＹとの婚姻期間である15年…だけがＹの協力を得て勤務していた期間
であるから、右退職手当額のうち右婚姻期間分に対応する額…」（判例⑦）が
挙げられている。
いずれの判例も、婚姻期間、とくに別居までの婚姻期間を算定の基礎にして
いる。本判決も同様の考え方である。
３―２―６．検討点 ⓓについて（配偶者の寄与率）
算定の基礎となる配偶者の寄与率については、４割（判例④）、1／2（判例
④－２、判例⑤、判例⑦）、５割（判例⑥）が挙げられている。
判例④の場合を除けば、おおむね寄与率は1／2であり、本判決も同様の考え
方である。
３―２―７．検討点 について（分与の時期）
実際の分与の時期については、退職金が支給された時（判例④－２、判例⑤、
判例⑤－２、判例⑦）、離婚時（判例⑥）が挙げられている。
このように判例では、分与の時期について、退職金が支給された時と離婚時
に分かれる。離婚時を分与の時期とする場合は、借入、不動産の売却により支
払金を用意できることが理由となっている（判例⑥）。すなわち、この場合、
不動産が財産分与の清算対象となっており、売却が前提となっている。これに
対して、退職時を分与の時期とする場合は、離婚時の清算では、退職金が確実
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に取得できることが未確定であること（判例⑤－２）（8）や、支払いの資金調達
について分与する側（以下、分与者という）に不利益を強いること（判例⑦）
が理由となっている。
以上のことから、分与の時期については、支払いの資金調達ができるのであ
れば、離婚時の分与で、支払いの資金調達がむずかしいのであれば退職時の分
与という考え方になっているものと思われる。本判決は、支給額不明を挙げて、
実際に支給された時（退職時）としている。
３―３．関連判例（含本判決）の共通点と相違点
３―３―１．共通点
本判決を含めた各関連判例の共通点としては、以下の点を挙げることができ
る。すなわち、
　①　退職金支給の確実性を規程に求める点（検討点 ）。
　② 　将来支給予定の退職金を財産分与の対象とする根拠について、賃金の後
払い的性格から夫婦の協力により取得した財産とする点（検討点 ）。
　③ 　算定の時期について、離婚時に退職したと仮定した場合の退職金に求め
る点（ ⓑ）。
　④　算定対象の期間を同居婚姻期間とする点（検討点 ⓒ）。
　⑤　配偶者の寄与率を２分の１とする点（検討点 ⓓ）。
上記③④⑤が共通点というのは、将来支給予定の退職金であっても、すでに
支給されている退職金と同様に、退職金は同居中の夫婦の協力財産（上記②で
あげた共通点）と位置づけることから生じる論理的な帰結である。以上の共通
点は、判例の統一的な見解と考えられる。
（8） この場合では、すでに受給額が確定しているので、資金調達の面が考慮されたと思われ
る。
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３―３―２．相違点
　本判決を含めた各関連判例の相違点としては、以下の点を挙げることができ
る。すなわち、
　①　退職金の支給額を特定するかどうかの点（検討点 ⓐ）。
　②　退職金を分与する時期（検討点 ）。
将来支給予定の退職金を財産分与の対象とする判例は、退職金支給がなされ
ることが確実なものの、実際の支給額が不明であることから、支給額を特定す
ること、および退職金を実際に分与する時期について考慮を重ねている。この
２点がこうした判例の問題点といえる。
そのため、初期の判例（判例①など）（9）は、退職金が財産分与の対象である
ことを認識しつつも、その支給額不明による分与者の不利益を強く意識した結
果、退職金を財産分与の対象にしなかったと考えられる。
裁判官の本音としては、将来支給予定の退職金につき、かりに考慮したとし
ても、清算の対象ではなく、扶養的要素の基礎事情と解したいようである（10）。
私見も、将来支給予定の退職金について、定年退職まで１～２年の場合はとも
かく、その支給額が今後起きるかもしれない様々な事情により、不明確である
ことから、財産分与清算の対象としての厳密な計算に馴染まないと考えるもの
であり、それを扶養的一要素として考慮し、できれば離婚時に分与させたほう
がむしろ当事者の衡平や納得につながるのではないか（退職時に分与されない
おそれがなくなる）と考える。そのように考えると、判例は、退職金の給与後
払い的性格を厳格に考えすぎているのではないかと思えてくる（厳格に考えれ
（9） 判例①は、分与者の勤務年数等から推測すると、定年退職まで８年のケースであり、判
例②は当事者の年齢、婚姻期間等から推測すると、分与者の定年退職まで20年のケースと
考えられる。なお、判例②は、婚姻期間が短い（約13年程度）こと、および定年退職まで
の期間の長いことが、退職給付金を財産分与の対象にしないとする考慮になった可能性が
ある。年代的に見れば、判例②は、将来支給予定の退職金を財産分与の対象にしようとす
る判例の流れ（判例③から始まる判例の流れ）の中にある判例と考えられる。
（10） 渡邊雅道「財産分与の対象財産の範囲と判断の基準時」判例タイムズ1100号（2002年11
月）51頁参照。
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ば、清算対象にしなければならなくなる）。やはり、現時点で存在しないもの
を清算対象にするのは無理があるといわざるを得ない（11）。
４．本判決の価値と残された問題
４―１．本判決の価値
本判決の価値は、３―３―２の相違点①②について、離婚夫婦間の衡平にも
とづく、これまでにない解決策を示していることといえる。
４―２．残された問題
本判決で示された退職金の分与時期は、実際に支給された時となっている。
この場合、退職金の支給を受けて分与者が任意で支払えば、何らの問題も生じ
ないが、分与者が支払わない場合は問題となる。
本判決の算定方法は、退職金支給の蓋然性が低い場合でも応用ができるもの
の、分与者による任意の支払いがなされない場合、この方法では退職時の金額
がいくらになるかわからないため、直ちに強制執行をすることができず、あ
らためて確定金額で債務名義を取得する必要が生じる（12）。その時点では、す
でに離婚から数年が経過している場合が多いため、財産分与の請求者の側で、
（11） 退職金とは性質や制度が全く異なるものの、将来支給が不確実であるという点で、ドイ
ツでは離婚における年金分与（Versorgungsausgleich）の運用が制度当初において問題
とされていたようである。すなわち、離婚における年金の分与にあたり、年金の見込額が
対象となるため、当事者の状況によっては見込額の年金にならないということが生じうる
からである（Ｄ・シュヴァープ（鈴木禄弥訳）『ドイツ家族法』（創文社、1986年）200頁参照、
Vgl.Dieter Schwab,Familienrecht,26.Aufl,2018,S.222）。なお、この問題については，そ
の後解決のため、すでに実施された年金分与の効果が訂正できるように立法化された（Ｄ・
シュヴァープ（鈴木訳）・前掲200頁参照、また2009年に改正された年金権調整制度での手
続きについては、生駒俊英「ドイツにおける年金権調整制度の改正について」古橋エツ子
＝床谷文雄＝新田秀樹編『家族法と社会保障法の交錯』（信山社、第１版、2014年）306頁参
照）。ここから退職金について示唆されることは、離婚時に退職金が分与されたものの、
その額において実際の退職金支給額と開きがある場合には、その金額を訂正するための（立
法を含めた）何らかの手法が必要ということである。
（12） 大塚正之「判例解説」平成20年度主要民事判例解説（別冊判例タイムズ25号）115頁参照。
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退職金に関する情報（退職日や退職金額など）を入手しがたい場合があり（13）、
執行しにくいことも考えられる。
これに対して、退職前に退職金を仮差押えすればよいとの見解（14）もあるが、
勤務先には期限の利益との関係で、退職金の支払義務が発生しないため、裁判
所が保全の必要性なし（財産処分のおそれなし）として仮差押えの申立を却下
する可能性があり（15）、有効な解決策とはいえない。こうした問題を考えれば、
判例⑦のように、自己都合退職金額を退職金分与額の基準にしたほうがよい
ように思える（実務上は、自己都合退職金額が原則とされ（16）、学説の中にも、
定年退職までの期間が10年以上の場合に、依願退職の際の退職金額を基準とす
べきという見解もある（17））が、その場合、実際の退職金支給額にもとづく分
与額との大幅な金額的開きは避けられず、離婚夫婦間の衡平は保つことができ
ない（18）。
（13） 大塚・前掲注（12）115頁参照。
（14） 前掲注（4）判例タイムズ1272号（2008年９月）217～218頁の本判例解説。
（15） 小川智史「退職金仮差押えについて」https://legalus.jp/divorce/property_division/qa-
2673参照。
（16） 小川・前掲注（15）参照。
（17） 松倉・前掲注（1）199頁参照。
（18） 当事者の衡平や納得につながることを考えた場合、私見としては、将来の退職金支給時
に分与額を訂正できない以上、３―３―２で示したように、将来支給予定の退職金を清算
の対象ではなく、扶養的一要素として考慮（清算と違い、この場合考慮だけで当事者間の
衡平も保てる）し、離婚時に分与させたほうがむしろよいのではないかと考える。
